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現代イギリス地域政策の段階と特質 （４）
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１Ｖ　「経済成長」下における地域政策の消極的不活動期（１９５１～５７年）

　前章（皿 一２－ ２）で説明したように，アトリー労働党政権下で直面した１９４７

年７～８月のポンド危機に対処するため同年１０～１２月に明確になっ た国内投資

削減と輸出工業重視への方向転換で政策優先順位格下げを余儀なくされた地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
政策は翌年４月のマーシャル ・プラン開始による投資削減政策の緩和にも拘ら

ずその優先度は回復しなかった。さらにイギリスはポンドの国際金融市場にお

ける決定的後退を明示する歴史的画期となっ た４９年９月のポンドの対ドル平価

の大幅切下げに追い込まれ再度の投資抑制策が採用され，ポンド防衛 ・輸出振

興及び東西冷戦体制の形成により５０年から開始された再軍備に政策の優先度が

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５４）
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　　　２）

置かれ，こうしてさし当たり主要 “開発区域”地域の相対的に低い失業率も重

なっ て地域政策は後退を続けた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　１９５１年１０月の総選挙で労働党が敗北し，代わって政権に就いた保守党政府は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
いわば公然と地域政策の重要度減退（ ’ｄ。一。ｍｐｈ。。ｉ。’）を加速した 。

　現代イギリス地域政策研究の先駆者であるオデゥバーは１９５１～５８年をｒ自由

　　　　　　　　　　　５）
な旋回」（Ｆ。。。 Ｗｈ。。１ｉｎｇ）期と呼び，またマッ カラムは１９４７～５８年を「地域政
　　　な　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）

策の “凪ぎ”」（ｔｈ。’Ｌｕ１１ ’ｉｎ Ｒ．ｇｉ．ｎ．１Ｐ．１ｉ．ｙ）の時期と表現し，さらにパ ーソン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７

〕

スは「産業配置政策の ‘死 ’」（Ｔｈ。‘Ｄ。。ｔｈ’。ｆ　Ｄ １．ｔ．１ｂｕｔ１．ｎ．ｆ　Ｉｎｄｕ．ｔ．ｙ　Ｐ．１１．ｙ）とさ

え規定するなど，イギリスの地域研究者は時期区分に多少の相違があるものの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
共通して，地域政策は多かれ少なかれ停止した，と規定している 。

　本章では，こうした１９５１～５７年における地域政策の “停止”の背景と地域政

策の実際を分析するとともに，その評価を試みたいと考える 。

　　１）１９４７年１２月の大蔵省『１９４８年投資白書』は，１９４８年の総固定資本形成額を前年

　　　推定値より５千万ポンド多い当初予測値１６億ポンドから２億８千万ポンド減の１３

　　　億２千万ポンドに削減する計画を提示していた。ところが，４８年の実績値は１６億

　　　３５００ポンドであり４７年（１４億６５００万ポンド）より１億７千万ポンド＝１１ ．６％増

　　　（Ａ１１ｅｎ〃ｏＺ ，ｏか６
〃．
，ｐ．１３）であ った 。

　　２）ＰＮＢ
ａ１ｃ

ｈｍ＆ＧＨＢｕ１１（１９８７），Ｒ３９２０舳Ｚ喧びブ６舳Ｅ６０〃ｏ閉２似Ｈａｒｐｅｒ ＆

　　　Ｒｏｗ，Ｐ４３ ，ＡＣａ１ｍｃｒｏｓｓ（１９９２），丁加Ｂブ２伽んＥ６０〃ｏ榊ツ３閉６６１９４５
，Ｂ１ａｃｋ

　　　 ｗｅ１１，ｐｐ．５５－
６， ６１ ，９９ －１０４

　　３）１９５１年１０月総選挙は，前年２月の総選挙でわずか５議席差で辛勝したアトリー

　　　労働党政権が政治 ・政策運営上の自由度を回復するために政党支持率等の世論調

　　　査を注視レ１真重にタイミングを見計らっ て実施したのであるが，得票率で上回 っ

　　　たものの，チャーチル率いる保守党に惜敗した［保守党 ＝３２１議席，労働党 ＝２９５

　　　議席，自由党＝６議席，その他＝３議席／与野党議席差 ：１７１（Ｍｏｒｇａｎ，ｏ戸６
カ．，

　　　 ｐｐ．４０３ －８，４８２－６；Ｐｅ１１ｉｎｇ，ｏク６
〃．，

ｐｐ
．２２７ －３２，２５６－９；Ｄ．Ｂｕｔ１ｅｒ（１９８９），Ｂブか

　　　肋Ｇ伽伽Ｚ〃６伽ｏ榊３１舳１９４５，Ｂａｓ１ｌ　Ｂ１ａｃｋｗｅ１ｌ，ｐｐ１１－１３）。 保守党政権は６４

　　　年まで継続するが，地域政策の消極的活動期の首相はチャーチル（１９５１～５５年）

　　　とイー デン（１９５５～５７年）であ った。この問の両政権の特徴と変化するイギリス

　　　の国際的地位に対する両首相のスタンスについては，さし当たり次の文献を参照 。

　　　Ｐ　Ｈｅｎｎｅｓｓｙ＆Ａ　Ｓｅ１ｄｏｎ（１９８７）（ｅｄｓ），Ｒ〃閉ｇ　Ｐ３ヴｏｒ閉舳０６　Ｂブ〃１曲Ｇｏ刀

　　　 ６閉舳舳な 介ｏ舳Ａ〃６３¢ｏ　Ｔ肋比加汽Ｂａｓｉ１Ｂ１ａｃ
ｋｗｅ１１

，ｃ
ｈａｐ．３ ：Ｔｈｅ　Ｃｈｕｒｃ ｈｉ１１

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５５）
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　　１９５１－１９５５（Ａ　Ｓｅｌｄｏｎ）
，ｃｈａｐ４　Ｆ

ｒｏｍ　Ｅｄｅｎ　ｔｏ　Ｍａｃｍ１１１ａｎ，１９５５－１９５９（Ｊ

　　Ｂａｍｅｓ）

　４）ＭｃＣａ１１ｕｍ，ｏク６加， ｐ． ９；Ａｍｓｔｒｏｎｇ＆Ｔａｙ１ｏｒ，ｏか６北， ｐ． １７３ ．

　５）　Ｏｄｂｅｒ，ｏ声６批，ｐ．３３９

　６）ＭｃＣａｌ１ｍ，ｏ声６机， Ｐ．
９．

　７）　Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏ声６机，ｐｐ．１３６－４１ ．

　８）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６北， ｐ． １１５；Ｂｒｏｗｎ，ｏ声６拡，ｐ．２８７；Ｋｅｅｂｌｅ，ｏ声６批，ｐ．２２５；Ｌａｗ ，

　　 ○ク ６〃 ，Ｐ４８ ，Ｂ　Ａｓｈｃｒｏｆｔ＆Ｊ　Ｔａｙ１ｏｒ（１９７７），Ｔｈｅ　Ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｍ三ｎｕｆａｃｔｕｒ

　　ｍｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｒｅｇｌｏｎａ１Ｐｏ１１ｃｙ，０功〃Ｅ６あｏ伽６ Ｐ砂６似Ｖｏ１

　　 ２９，８５－６ ，Ｋｅｅｂ１ｅ，ｏク６〃 ，ｐ２２５ ，ｄｏ（１９７２） ，Ｉｎｄｕｓｔｒｌａ１Ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｒｅｇ１ｏｎ

　　 ａ１Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ”ｚリ〃 ＰＺ伽舳ｇ　Ｒ舳伽，Ｖｏ１４３，Ｎｏ１，ｐ６ ，Ｂ　Ｃ　Ｍｏｏｒｅ ＆

　　Ｊ　Ｒｈｏｄｅｓ，Ａ　ｑｕａｎｔａｔｌｖｅ　ａｍ１ｙｓ１ｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｒｅｇ１ｏｎａ１Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　Ｐｒｅ－

　　ｍｌｕｍ　ａｎｄ　ｏｔｈｅｒ　ｒｅｇ１ｏｎａ１ｐｏ１１ｃｙ　ｍｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，ｍ　Ａ　Ｗｈ１ｔｍｇ（ｅｄ）（１９７５），丁加

　　Ｅ６０〃ｏ刎醐ｇグ１〃６〃３炉〃Ｚ８肋３〃ｚ硲Ｄｅｐ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，ｐｐ１９６ －７，１９９－２００

１Ｖ－１　１９５１～５７年における地域政策停止の背景

　１９５１～５７年における地域政策停止の直接的理由として短期的に繰り返される

ポンド（国際収支）危機という戦後イギリス経済の最大のアキレス腱となっ た

対外金融的脆弱性や再軍備の財政負担は重要であるが，特に産業及び民問企業

への国家干渉を嫌悪したチャーチル保守党政権といえども，自ら率いた戦時挙

国一致内閣が承認した１９４４年『雇用政策白書』のｒ完全雇用」誓約下にあ った

というべきであり ，１９５１年１０月総選挙での辛勝は３０年代の保守党イメージの転

換努力の結果であ った。すなわち，保守党は１９４５年に政権から下野して以降 ，

政権に復帰するために「失業の党」という３０年代の悪評を払拭する努力を精力

的に進め対外勘定が許す限り完全雇用を維持する姿勢を示し，また党首＝チャ

ーチルは１９２６年のゼネスト時の反組合強硬派的行動という “汚名
’’

を清算し労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
使の調停と宥和の政策を追求したのである。この視座から見ればやはり１９５０年

代の「経済成長」下における “主要開発区域”地域の低失業率を基本的理由と

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５６）
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してあげるべきであろう 。

　イギリスの国内総生産の実質成長率を鳥敵すると１９５０～６０年では年率２ ．８％

であり ，主要先進国では最低であるがイキリス経済史上では１９６０年代（２９％）

　　　　　　　　　　　　１０）
と並んで最高水準であ った 。

　他方で，１９５１～５７年のこの時期にも例外的な高失業率（最高 ＝１０ ．３％／ユ９５２ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
最低 ＝６ ．１％／１９５１，平均 ：７．４％）を持続していた北アイルランドを除くグレー

ト・ ブリテン（イギリス）と地域別の失業率の推移（図Ｖ－１）を確認しよう 。

図Ｖ－１ １９５１～６２年における地域別失業率の推移（％）
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備考）¢　１９５８年に労働省統計は東部と南部を統合したので，以後，南部地域で表示してある 。

　　　　　ヨークシャーは，東西ライディングを地域とする 。

資料）Ｏｄｂｅｒ，ｏ声〃 ．，
ｐ． ４０１（Ｔａｂｌｅ４）より作成

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５７）
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　７６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

イギリス全体では，失業率が２％を越えた年は１年もなくこの問の唯一の（底

浅い）景気後退時である１９５２年の２ ．Ｏ％（連合王国レベルで２．２％）が最高であり
，

残りの期問は１ ．４％を中心に上下Ｏ．２％ないしＯ．３％の幅で変動しているに過ぎ

ず， この期問全体を通した平均失業率は１ ．４％であり ，いわば「超完全雇用」

の状態と見傲しうる。主要 “開発区域”３地域について見ると ，北部では１ ．５

～２ ．６％（平均２．１％）の間で変動し，スコットランドでは２ ．４～３ ．３％（平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
２．７％）であり ，さらにウェールズは１ ．８～２ ．９％（平均２．５％）である 。

　北アイルランドを除けば，地域的にも全国的（連合王国レベルでも）にもこれ

らの失業率水準はいずれもケインズやミードの完全雇用目標（失業率５ ．０％水準）

をはるかに越えベヴ ァリッ ジ・ ケインジアンのそれ（同，３．０％水準）さえもの

達成を意味した。こうした結果が「繁栄の１９５０年代」とも言われたイギリス経

済の「自由な旋回」の下で得られ，それがいわは自由放任の政治的雰囲気を再

現させ，国土計画に対する政策責任対象から産業止地を取り除いたと見傲され
　　　　１３）
たのである 。

　その限りで１９４４年『雇用政策白書』策定時に産業立地政策を手段とするアメ

（財政金融的刺激）とムチ（立地規制）による地域政策は終戦直後の緊急的一時的

措置により短期問で終了し，その後は全国レベルの長期的政策である雇用政策

（総需要管理政策）と職種問 ・地域問の労働力流動化政策により特定区域の構造

的失業問題に対処できるとしたケインジアン及び大蔵省保守派の見通しが的中

したように見えたばかりでなく ，戦前期にはいわばユートピアと思えた超低失

業率＝完全雇用が達成できたと見傲されたのであろう 。換言すれば，政界 ・経

済界 ・言論界の多くの人々にとっ て地域問題はもはや存在しない，と思われた
　　　１４）
のである 。

　こうして，戦前の経験及び戦後の懸念と対比して大不況期に構造的大量失業

を生み出した “開発区域”地域の多くの産業部門は，１９５１～５７年の期問は順調

に行っているように思えたのである。すなわち，戦後初期の新産業の導入にも

拘らず助成区域（。。。ｉ．ｔｅｄ　ａ。。。。）は石炭，鉄鋼，造船や繊維等の伝統＝旧輸出

＝基礎産業になお強く依存していたが，保守党政府にとっ て５０年代中期におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５８）
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るこうした産業のにわかブームと助成区域の超低失業率（完全雇用）が地域問

題は自由市場機構の枠組の中で自立的に解決しうるという期待あるいは解決し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
たという評価を生みだした，ということができる 。

　表Ｖ－１によれば，１９４８～６８年の連合王国の被用者数が増加趨勢を辿る中で

の５１～５８年における鉱工業のそれは約４３万人の増加を記録し，また “開発区

域’’ 地域がその依存度が高い３部門（石炭 ・造船 ・鉄道設備）の被用者数もこの

期問だけは微増を示しているのである。しかし，この３部門の被用者数はその

後は急減基調へと暗転し，１０年間で約５５万人の減少を経験する 。

　これらの伝統産業は国際競争力を回復ないし向上させたわけでは決してない

にも拘らず，西ドイツや日本の戦後復興が完了し高度経済成長を開始し国際市

場に進出してくる迄の正につかの問のブームを伝統産業の長期衰退の解決と錯

覚したのである。例えば，労使紛争に悩まされかつ拙劣な経営管理の下で生産

表Ｖ－１　連合王国の特定産業部門における被用者数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位
：１ ，Ｏ００人／％）

部　　門 １９４８ １９５１ ［〉 １９５８　　 〔〉 １９６３ → １９６８

被用者総数 ２０ ，７３２ ２１ ，１７１ ２２ ，２９０ ２３ ，３９３ ２３ ，６６７

時系列増減 十１ ，１１９（十５ ．３％） 十１ ，１０３（十４ ．９％） 十２７３（十１ ．２％）

鉱工業合計 ９， １３０ ９， ７７３ １０ ，２０７ ９， ６０９ ９， ４５９

時系列増減 十４３４（十４ ．４％） 一５９８（一５ ．９％） 一１５３（一１ ，６％）

石炭鉱業 ８０３ ７８０ ７８６ ６２５ ４４６

時系列増減 十 ６（十〇 ．８％） 一１６１（一２０ ．５％） 一１７９（一２８ ．６％）

造船 ・舶用機械 ３４３ ３０６ ３１５ ２４２ ２０７

時系列増減 十 ９（十２ ．９％） 一７３（一２３ ．２％） 一３５（一１４ ．５％）

鉄道設備 ・車両 １７９ １７２ １６０ １２０ ６０

時系列増減 一１２（一７ ．Ｏ％） 一４０（一２５ ．Ｏ％） 一６０（一５０ ．Ｏ％）

３部門小計 １， ３２５ １， ２５８ １， ２６１ ９８７ ７１３

時系列増減 十 ３（十〇 ．２％） 一２７４（一２１ ．９％） 一２７４（一２７ ．８％）

その他鉱工業 ７， ８０５ ８， ５１５ ８， ９４６ ８， ６２２ ８， ７４３

時系列増減 十４３１（十５ ．１％） 一３２４（一３ ．６％） 十１２１（十１ ．４％）

鉱工業を除く被用者 １１ ，６０２ １１ ，３９８ １２ ，０８３ １３ ，７８４ １４ ，２１１

時系列増減 十６４０（十５ ．６％） 十１ ，７０１（十１４ ．１％） 十４２７（十３ ．１％）

備考）産業部門は１９５８年標準産業分類による 。

資料）Ｊ．Ｄ，ＭｃＣａ１１ｕｍ，ｏ声泓，ｐｐ
．１０－１１（Ｔａｂ１ｅｓ１ ．２＆１．３）より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５９）



　７８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

システムの近代化が全く不十分だった造船業は厳しい国際競争，特に日本との

競争に晒されつつあ ったし，石炭はその他のエネルキー 源， 特に石油との競争 ，

すなわちエネルギー革命に直面しつつあ った。『バーロー報告』による特別区

域（ここでいう開発区域）における特定産業への過度の特化に対する厳しい論難

と産業多角化の必要性の提起は忘れられ，国内政策上の関心は専ら短期的かつ

即時的な失業率に集中したのである。本来，“開発区域”地域の産業の構造問

題の解決にとっ て投資ブーム期こそ多様な産業を誘致する比較的容易な機会が

生じるはずであるが，戦後の歴代政府は政策的には効果的と思われない景気停
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
滞期に地域政策を強化するという轍を踏んできた。イギリスにおける地域政策

が事実上長期的な地域産業構造の改善より短期的な失業問題を重視した例証の

一つである 。

　伝統産業の長期衰退傾向に加えて，予見すべきことはその他の先進国と対比

したイギリス経済全体の停滞的パフォーマンスの結果であろう 。当時，石炭は

ともあれ，主要先進国における造船，重機械，鉄鋼や（天然）繊維などの伝統

産業が国際的に見て長期的衰退に陥っていたわけでは決してなかったのである 。

また，一国内におけるここで言うイギリスにとっ て１９世紀の基軸産業としての

伝統：基礎産業における国際競争上の構造問題がイキリス経済という共通の基

盤の上に立つ新興成長産業のバフォーマンスにとっ ても無縁とは到底言い得な

いのは当然であろう 。戦問期，特に１９２０年代におけるイギリス経済の構造的停

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
滞をめぐる経済体制上の諸問題（戦後における「英国病」）に関するケインズの
　　　　　１８）
診断と処方菱は的中していたと思われるが，「完全雇用」下の５０年代において

も根本的には少しも治癒していなかったのである 。

　すなわち，問題は潜在的にはむしろもっと深刻だったわけである。それを如

実に示唆しているのは，１９４９年におけるポンドの対ドル平価３０．５％という大幅

切り下げにも拘らず５０年代に輸出競争力は回復しなかったことである。その理

由として重要なのは再軍備政策による輸出工業品の内需シフト ，朝鮮戦争によ

る輸出先の遮断とその後の継続や西独 ・日本の経済復興による打撃等とともに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
指摘された，労働生産性上昇率（年率２％前後）を２～３倍も上回る貨幣賃金

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６０）



　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（４）（若林）　　　　　　　７９

率の上昇によるコスト上昇ウ輸出価格の騰貴という「完全雇用の制度化」（ｆｕ１１

・ｍｐｌｏｙｍｅｎｔｈ・ｄ　ｎｏｗ　ｍ・ｔｌｔｕｔ１ｏｎ・ｌｌ・・ｄ）の下でイキリスが直面した最大の危険＝ア

キレス腱としての「賃金＝物価悪循環」（ｒ白書 ：完全雇用の経済的含意』１９５６年３
２０）

月）であり ，それは「海外貿易国家における物価安定なき完全雇用は長期的に

は不可能である」（大蔵省経済情報部長＝Ｃレスリー起草の「完全雇用と物価安定に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
関する白書」草案，１９５４年６月［１９５６年白書の最初の草案１）との明確な認識であろう

。

　他方で，労働組合会議＝ＴＵＣは「完全雇用の制度化」という有利な条件の

下で資本との対等な条件に基づいて交渉する労働者の権利を前面に押し出し賃

金抑制による物価安定を通じた経済回復という保守党政府の諸提案をことごと
　　　　２２）
く拒否した。以後，イギリスは雇用と物価の優先順位や賃金と物価の悪循環 ，

それによる国際競争力の持続的低下と国際収支危機の循環的発生に苦悩してい
　　　　　２３）
くことになる。とはいえ，１９５５年でさえ，イギリスの輸出額は西ドイツと日本

の合計額にほ “同じであ ったという点を見過ごしてはならない。換言すれば ，

今日のイギリスとドイッ ・日本との経済力の逆転という比較の視点から見れば ，

当時のイギリスはいわばなお「余裕」の中で苦悩していた，といいうるであろ

う。

　　９）　Ｊｏｎｅｓ，ｏク６批， Ｐ．
４８

　　１０）Ｒ　Ｃ　Ｏ　Ｍａｔｔｈｅｗｓ，Ｃ　Ｈ　Ｆｅｍｓｔｅｍ＆Ｊ　Ｃ　Ｏｄｌｍｇ－Ｓｍｅｅ（１９８２），３舳曲

　　　及ｏ〃ｏ〃ｏ　Ｇズｏｚり〃１８５ホ１９７３，Ｏ
ｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖ．Ｐｒｅｓｓ，ｃ

ｈａｐ．２ ：Ｔｈｅ　Ｒａｔｅ　ｏｆ

　　　Ｇｒｏｗｔｈ 　ｏｆ　Ｔｏｔａ１Ｏｕｔｐｕｔ 宮崎犀一・ 奥村茂次 ・森田桐郎編『近代国際経済要

　　　覧』東大出版会，１９８１年，１３６－７ぺ一ジをも参照 。

　１１）　リンネル繊維産業，造船業及び低生産性農業に強く特化した北アイルランドは

　　　別個の特別法，「北アイルランド産業資本補助金並びに産業開発諸法」

　　　（Ｎｏｒｔｈｅｍ　Ｉｒｅ１ａｎｄ　Ｃａｐ１ｔａ１Ｇｒａｎｔｓ　ｔｏ　Ｉｎｄｕｓ位ｙ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ

　　　Ａｃｔｓ）の下で地域全体が開発区域に指定され，当時，アルスター自治政府商務

　　　部が特別助成を実施し，工業団地を開発し運営していた。地域政策が「停止」下

　　　の１９５０年代においても北アイルランドは唯一の例外的存在であ った。（ＭｃＣｒｏｎｅ ，

　　　 ○声泓，ｐ．１１０；Ｌａｗ，ｏ声６批， ｐ． ４８）しかし，本稿では北アイルランドの地域政策

　　　を論じる予定はないので，指摘するに留める 。

　１２）　Ｒ．Ｊ．Ｄｉｘｏｎ ＆Ａ．Ｐ．Ｔｈｉｒ１ｗａ１１（１９７５），Ｒ６ｇゴｏ舳１Ｇヅｏｚり此舳４ひ〃３舳〃ｑｙ刎３〃

　　　刎 伽び伽〃Ｋ刎ｇ６ｏ舳，Ｍ
ａｃｍ１ｌ１ａｎ，ｐｐ４ －５ ，ＭａｃＣａｌｌｕｍ，ｏク６〃 ，ｐ９ ，Ｏｄｂｅｒ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６１）



８０ 立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

　　 ○戸．６批， ＰＰ
．３９９－４０１

．

１３）　Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏ〃． ６北，ｐ
．１４０

１４）Ｒａｎｄａ１１ｏク６〃 ，ｐ２９ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，ｐ１１６

１５）Ｌｅｅ，ｏク６〃 ，ｐ１５８ ，Ｒ
ａｎｄａ１１

，ｏク６〃 ，ｐ２９ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，ｐ１１６ ，ＭｃＣ
ａ１

　　１ｕｍ，ｏク． ６北，ｐ．１０

１６）Ｒａｎｄａ１１ｏク〃
，ｐｐ２９ －３０ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，ｐ１１７

１７）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ少． ６狙，ｐ．１１７．「英国病」については別に論じる予定であるが，さ

　　　し当たり次の文献を参照。Ｇ．Ｃ．Ａ１１ｅｎ（１９７９），Ｔ１加Ｂ・桃んＤゴ５舳６，２ｎｄ　ｅ
ｄ．

，

　　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅｏｆＥ
ｃｏｎｏｍ１ｃ

Ａｆｆａ１ｒｓ ，ＲＢａｃｏｎ ＆ＷＥ１ｔ１ｓ（１９７８），Ｂ〃〃泌Ｅ６０〃ｏ 一

　　舳６ Ｐｒｏ肱舳Ｔｏｏ ハ舳丹ｏ〃６舳，Ｍａｃｍ１１ｌａｎ（邦訳，中野正他『英国病の経済

　　学』学習研究社，１９７８年） ，ＡＧａｍｂ１ｅ（１９８５），Ｂ〃舳閉Ｄ３６Ｚ舳，２ｎｄ
ｅｄ

，

　　Ｍａｃｍ１１１ａｎ（邦訳，都築忠七他『イキリス衰退　１００年史』みすず書房，１９８７年）
，

　　Ｒ．Ｄａｈｒｅｎｄｏｒｆ（１９８２），０〃Ｂブ伽加，ＢＢＣ（邦訳，天野亮一『なぜ英国はｒ失

　　敗」したか？』ＴＢＳブリタニカ ，１９８４年）；Ｍ．Ｊ．Ｗｉｅｎｅｒ（１９８５），〃９脇Ｃ〃一

　　〃〃ｏ〃伽Ｄ３６伽３ げ〃３１〃勿５炉〃助ゴブ〃１８５０－１９８０
，Ｐｅ１ｉｃａｎ　Ｂｏｏｋｓ（邦訳

，

　　原剛『英国産業精神の衰退～文化史的接近』勤草書房，１９８４年） ；Ｍ．Ｗ．Ｋｉｒｂｙ

　　（１９８１），丁加Ｄ３６Ｚ加６げＢブ〃曲厄６０〃ｏ刎６６ 戸ｏｚりぴ３加６３１８７０，Ｇ
ｅｏｒｇｅ　Ａ１１ｅｎ ＆

　　Ｕｎｗｍ ，Ｄ　Ｃｏａｔｅｓ ＆Ｊ　Ｈ
１１１ａｒｄ（１９８６）（ｅｄｓ），丁加亙６０〃ｏ舳６ Ｄ３６Ｚ舳３ げ〃ｏ３ －

　　 ６閉Ｂ〃〃〃　丁加Ｄ助〃６ 加ｚ伽３舳Ｌ４ｚ伽６地ｇ〃，Ｈａｒｖｅｓｔｅｒ　Ｐｒｅｓｓ ，Ａ　Ｓｋｅｄ

　　（１９８７），Ｂ肋〃泌Ｄ
３６Ｚ舳６　戸ブｏろ如舳舳４Ｐ“砂６伽閉具Ｂａｓ１１Ｂ１ａｃｋｗｅＩ１ ，Ｄ

　　Ｃ１ｕｔｔｅｒｂｕｃｋ＆Ｓ　Ｃｒａｍｅｒ（１９８８），　丁加Ｄ３６Ｚ閉３”〃４Ｒ な３ げＢｒ２倣ん１〃４〃６〃ツ，

　　ＷＨＡ１ｌｅｎ Ｍｅｒｃｕｒｙ

１８）松川周二『ケインズの経済学～その形成と展開』中央経済社，１９９１年，第Ｉ部

　　第４～７章を参照 。

１９）ＷＡＨＧｏ１ｄｌｅｙ＆ＪＲＳｈｅｐｈｅｒｄ（１９６９），Ｌｏｎｇ－ｔｅｍＧｒｏｗｔｈ ａｎｄＳｈｏれ

　　 ｔｅｒｍ　Ｐｏ１１ｃｙ　Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｖｅ　Ｐｏｔｅｎｔ１ａ１ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｎｔ１ｓｈ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，ａｎｄ　Ｆ１ｕｃｔｕａｔ１ｏｎ

　　ｍ　ｔｈｅ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｄｅｍａｎｄ　ｆｏｒ　Ｌａｂｏｕｒ，１９５１－６２，ｍ　Ｄ　Ｈ　Ａ１（１ｃｒｏｆｔ＆Ｐ　Ｆｅａｒｏｎ

　　（ｅｄｓ），Ｅ６０〃ｏ舳６ Ｇ”ｏ倣ん閉Ｔｚリ舳¢ｚ３肋Ｃ３伽びＢ〃舳，Ｍａｃｍ１１ｌａｎ，ｐｐ２１６
－７

２０）Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（Ｍａｒｃｈ１９５６），丁加Ｅｃｏ〃ｏ枕１卿伽〃ｏ郷 げル〃Ｅ卿Ｚｏツー

　　刎３〃，Ｃｍｄ．９７２５，ｐｐ
．１０ －１１

２１）　Ｊｏｎｅｓ
，ｏク　６〃 ，ＰＰ４８

－５３ ，Ｃａ１ｒｎｃｒｏｓｓ，Ｔ〃３Ｂブ伽曲厄６０〃ｏ刎ツ５舳６３１９４５，ＰＰ

　　９９－１０８ ，Ｓ　Ｂｒ１ｔｔａｎ　（１９７１），　８蛇ぴ閉ｇ泌３１…；６０〃ｏ〃リ　　〃３Ｂ７〃なん１…；”ヵ３ブ２舳３〃，

　　Ｌ１ｂｒａｒｙ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ１８３ －６

２２）Ｊｏｎｅｓ
，ｏ
〃． ６北，ｐｐ

．５３－ ４． １９５０年代のイギリスにおける雇用 ・賃金 ・物価 ・労

　　働生産性をめくる問題状況と政労使の態度については，高橋克嘉『イギリス労使

（４６２）



　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（４）（若林）　　　　　　　８１

　関係の変貌』日本評論社，１９８７年，「第１章　イギリスにおける所得政策の生成」

　をも参照 。

２３）　イギリスにおける５０年代における「完全雇用制度化」の下での賃金 ・物価悪循

　環の現実的展開の中で，あのフィリ ソプス曲線（Ｐｈ１１１１ｐｓ　Ｃｕｒｖｅ）が構想され理

　論的に定式化され（ＡＷＰｈｌ１１１ｐｓ，ＴｈｅＲｅ１ａｔ１ｏｎｓｈ１ｐｂｅｔｗｅｅｎ Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ

　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒａｔｅ　ｏｆ　Ｃｈａｎｇｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｅｙ－Ｗａｇｅｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ｕｍｔｅｄ　Ｋｍｇｄｏｍ１８６１－１９５７
，

　Ｎ．Ｓ ．，

Ｅ６０〃ｏ〃６０，Ｖｏ１．ＸＸＶ，Ｎｏｖ．１９５８），それが保守党政府に一定の信認を得

　たことは周知のことであろう 。（Ｊｏｎｅｓ，ｏ声６北 ，Ｐ ．５７）

Ｗ－ ２　１９５１～５７年における地域政策の実際と評価

　この時期の初期に伝統的繊維産業（綿 ・羊毛工業）が朝鮮戦争後不況で第２

次大戦後の短い戦後活況を喪失し，１９５３年に北東ランカシャー及ひ隣接するヨ

ークシャーの小地区を開発区域に指定したのが，保守党政権による地域政策に
　　　　　　　　　　　　　　２４）
おける唯一例外的な施策であ った 。

　アトリー労働党政権末期に制定された１９５０年産業配置法（１４Ｇ。。．６。．８ ：４７年

　　　　　２５）
基本法の補完）が商務省に大蔵省の同意により開発区域に設立される企業に対

する追加的な補助金と融資を実施し，住宅及び基幹労働者再定住への財政的助

成を行なう権限を付与したにも拘らず，この時期（１９５１年度～５７年度）における

産業配置法に基づく地域政策への予算支出は，前掲表皿一５に示されているよ

うに，年度平均４９０万ポンド水準に留まり ，４０年代のピーク時の半分以下にな

った 。

　他方で，１９４８年７月から施行された４７年都市 ・農村計画法に基づくＩＤＣ規

制の実施状況は図ト２のようになっ ている。すなわち，ロンドンとバーミン

ガムを中心とする南東部及びミッ ドランドにおける５０００平方フィート（４６５ｍ２）

以上の床面積を有する工場開発申請の否認率の推移を見ると ，件数の時系列統

計が確認できないが，１９５０年の床面積べ 一スで１４ ．４％，関連雇用べ 一スで
２２・６％の水準から一貫して減少し，５１年にそれぞれ１０ ．９％，１３ ．２％になり ，ボ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６３）



８２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

　図Ｖ－２　ミッ ドランズ及び南東部におけるＩＤＣ（産業開発許可証）規制による

　　　　　開発申請否認率（％）（１９５１～６２年）
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備考）¢　否認率は，否認／認可十否認の百分率である 。

　　　　１９５０～５５年の件数は不明 。

資料）Ｂ．Ｍｏｏｒｅ，Ｊ．Ｒｈｏｄｅｓ ＆Ｒ　Ｔｙ１ｅｒ，丁加厄脈伽げＧ：ｏ鮒舳６倣１Ｒ勿ｏ舳Ｚ　Ｐｏ〃似Ｄｅｐ
．ｏｆ　Ｔｒａｄｅ＆

　　Ｉｎｄｕｓ岬， ｐ．
２８．より作成

。

トムの５６年には前者でＯ ．５％，後者で１ ．８％にまで至り ，地域政策の裁量的な手

段としての産業（工場）立地規制は事実上停止したと評価してよいであろう 。

同時に，こうしたことと照応して１９５４年には戦後にも継続されていた戦時建築

　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
規制（建築許可証制度）が廃止された 。

　こうしてロンドン，バーミンガムを中心とする工業過密区域に対する産業立

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６４）
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地規制が事実上停止した結果，この時期の
‘‘

開発区域
’’

地域への移転工場数及

び雇用者数は激減した。統計資料上の制約により１～２年のタイム ・ラグがあ

るが，１９５２～５９年における主要 “開発区域”３地域への移転工場（新設を含む）

の原初地域 ・工場数 ・雇用者数を示したのが表Ｖ－２である。これは，前章の

表皿一６と同様に，商務省産業配置局主席調査官ハワード（Ｒ．Ｓｌ　Ｈ．ｗ。。ｄ）に

より作成されたものであり ，１９６６年末現在（調査時点）操業中の工場数と雇用

者数のみを示し，それ以前に閉鎖されたものを含んでいないので対象期問中の

動向を過小に表示している。他方で，表皿 一６（１９４５～５１年）に示された移転工

場は少なくとも１９５２～５９年の期問にも引き続き操業し，雇用者数は確定できな

いが政策効果が継続していることを示すものである 。

　扱て ，表１Ｖ－２によると ，１９５２～５９年における当該３地域への地域問移転工

　　　表Ｖ－２　１９５２～５９年の “主要開発区域”地域への移転工場の原初地域 ・

　　　　　　工場数 ・雇用者数　　　　　　　　　　　　　　　　（雇用者数＝１ ，ＯＯＯ人）

移転地域 北　部 スコットランド ウェールズ ＵＫ合計

移転 １雇用者数 移転 ｉ雇用者数 移転
工場 工場 工場原初地域等 数
，
男１合計 数

■
男１合計 数

，
一 一 ■男１合計

　　；一移転　雇用者数　　一工場■数コ男１合計

北　　　　　部 １１
一１ 一ｉ

６ｉ Ｏ． ８１１ ．２

ウ　ェールズ
一ｉ １１ 一１

スコットランド
　１２１ 　■１４１１

・Ｏ１１ ・７
一
’１

７■３ ，９１４ ．３
－２１ｉ１

，４１２ ．７

南　　東　　部 １２１１ ・９１３ ・Ｏ １４１１ ・７１２ ・３ １４１１ ・５１２ ・２ ５１２ｉｇ３ ・２１１４２ ・３

イースト ・ ∴ １１ ＿１

アングリア ； … …

南　　西　　部
　１２１ 　；３１０

・６１０ ・８
　‘２２１６

・４１１１ ・５

東ミッ ドランド
２１ ２ｉ ３８１４ ．８１１０ ．１

西ミッ ドランド
　ヨ４１０

・２１０ ・５
　■４１０

・２１０ ・５
　■８０１１８

・５１２７ ・５

ヨークシャー＆
２１

ハンバーサイド ’

北　　西　　部
　一１１

　，４１０

・４１０ ・８
　■１１１１

・０１１ ・８
　ｊ６９１９

・９１１６ ・０

不明　（国内）
一１ １ｉ １ｉ

　ｉ６１１

・６１２ ・２
　１１９１７

・２１１０ ・５

７１１ ，７１２ ．８

外　　　　国
　■７１１

・６１２ ・１
　１７７１２７

・１；４０ ・５

合　計１＊ ３４１９ ．Ｏ１１３ ．２ ５０１１０ ．９１１８ ．４ ４５１５ ，３１８ ．４ ４００１９１
．５１１４１ ．２

合　計２＊
３・一９ ．０１１３

．・
・・ｉ１１ ．・；・・

．１ ・■
・．３１８ ．・ ・・１■１・・ ．・１・・３

．８

備考）０　本表は，１９６６年末現在操業中の工場と雇用者数を表示し，地域内 ・地域問の移転と新設を含む 。
　　　　本表の地域区分は，１９６４年に設定されたｒ経済計画地域」による 。

　　 ＊　合計欄の１は地域間移転のみを示し，２は地域間 ・地域内移転合計を示す 。
資料）Ｒ．Ｓ，Ｈｏｗａｒｄ， ｏ声 ｃ北 ，ｐ．４２（Ａｐｐｅｎｄｉｘ　Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６５）



　８４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

場数は１２９であり ，イギリス（連合王国）全体（４００工場）の３２．３％に留まり ，

１９４５～５１年の３３８工場，５５．７％と比較して，件数で２０９工場滅（６２％減） ・全国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
比率で２３．４％減という激減というほかない事実を示している。他方で，当該３

地域への移転工場による雇用者数は４万人（うち男子２万５２００人）であり ，４５～

５１年の１４万８５００人と比べるとこれまた激減（７３％減）というほかない。その全

国比率は２８．３％であり ，４５～５１年の６４．８％から大幅に減退した。だが，この実

績でもなお３地域が全国に占める雇用人口比率（１９～２０％）を上回 っていたこ

とも看過してはならないであろう 。

　しかし同時に，止目すべきことはこの段階の地域政策停止と建築許可証制度

（建設資材供給規制）の廃止を反映して，工場移転に占める地域内移転の比率が

急上昇したことである 。移転工場総数９０１のうち地域内移転数は５０１（５５
．６％）

に達し，これは前の時期の９３３工場中３２６工場（３４．９％）と対比して，まさに比

率の逆転を意味する 。

　この点を国内の地域間移転の主要地域である南東部と西ミッ ドランドについ

て見ておこう 。ロンドンを中心とする南東部は，１９４５～５１年における移転工場

総数は４２９でありそのうち域外移転は５８ ．５％の２５１（域内移転１７８工場 ・域外入来２１

工場）であ ったが，５２～５９年では移転総数５１２工場に対して域外移転は僅か

２５２％の１２９工場に留まっ た（域内移転３８３工場 ・域外入来４８工場）。 また，ハ ーミ

ンガムを中心とする西ミッ ドランドについて見ると ，１９４５～５１年における移転

工場総数は１１３でありそのうち域外移転は６７ ．３％の７６（域内移転３７工場 ・域外入

来１８工場）であ ったが，５２～５９年では移転総数８０工場に対して域外移転は約半

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
分の４１工場であ った（域内移転３９工場 ・域外入来１９工場）。

　そして，南東部と西ミッ ドランドを比較すれば，ＩＤＣ規制を始めとする地

域政策の強化の時期に最も強い影響を受けるのは，グレータ ・ロンドンなど南

東部であることが確認できるであろう 。ビーチャム＝オズボーンの１９４５～６５年

における工場移転に関する研究によれは，¢南東部と外縁区域（ｐ．ｎｐｈ．Ｗ

ａ．ｅａ。［“開発区域”地域を指す１）を対比すると工場移転件数と関連雇用とは１９５２

～５９年で後者が大きく落ち込みその前後の状況と鮮明な好対称をなすこと ，　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６６）



　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（４）（若林）　　　　　　　８５

５０年代，特に１９５８年までの保守党政府は南東部や西ミッ ドランドの労働力不足

よりも外縁区域の低失業率に着目してＩＤＣ規制を運用したことは疑いえない

こと ，　　外縁区域への工場移転の一部は南東部の労働需要圧力の増加によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　２９）３０）
て説明しうること ，が指摘されている 。

　また，１９５５会計年度の予算特別委員会における開発区域に関する報告書に掲

載された資料によっ て， この時期の地域政策の実際について別の角度から補足

的に検証しておきたい，と考える。表Ｖ－３－１によれば，１９５４年に開発区域に

おいて認可された工業用建築物の延床面積は１１９万平方メートル（１２８０万平方フ

ィート），その全国比率は１８１％，被保険労働人口の全国比率も１８１％であり
，

アトリー労働党政権後期の国際収支危機に伴う投資削減と政策優先順位の変更

による地域政策の「調整的後退期」である１９４８～５０年よりはわずかに上回り
，

表Ｖ－３－１　開発区域における認可された工業用建築物の動向（１９４５～５４年）

年平均 工業用建築物延床面積（１）…ＧＢにおける（１）の比率…ＧＢにおける被保険労働人口比率

１９４５～４７ １・・…１千〆 　１　 ・１ ．１％ 　１　　 １・ ．・％

１９４８～５０ ６９…

　　１　　
１７ ．２

　１　　　 １８ ．３

１９５１～５３ ・・…

　　；　　
・１ ・・

　１　　 １８ ．・

１９５４ １・ １・…

　　；　　
１・ ・１

　１　　 １・ ．１

表Ｖ－３－２　開発区域における商務省工場の雇用（１９５５／５６）

延床面積（１ＯＯＯｍ２）１
賃借企業数 総雇用者数（人） 被悟瀞粋 口

北 東 部 １， ０８０ ３１０ ４９ ，０００ １， ０２０

サウス ・ウェールズ １， １９７ ３６１ ６３ ，８００ ７１６

スコットランド
１， ３３５ ３５８ ６２ ，３００ １， １９４

西カンバ ーランド １３１ ３２ ５， ５００ ５２

北 西 部ホ １１８ ２４ ５， ３００ ８５７

合 計 ３， ８６２ １， ０８５ １８５ ，９００ ３， ８３９

’＾　山　　、 一　　↓　　　　 　　　一　’↓　　 一　　　　　　一

備考）原表の面積単位＝平方フィートは平方メートルに換算して表示した 。

　　 ＊　北西部はマージィサイド，南及び北東ランカシャーを含む 。

　　＃　１９５４年５月末の統計数値 。

資料）８３ｃｏ〃Ｒ¢ｏ〃 介ｏ閉エ加８肋〃Ｃｏ舳舳肋６０〃 Ｅ舳刎〃６５ Ｓｅｓｓ１ｏｎ１９５５－５６Ｄｅｖｅｌｏｐ 　ｔ　Ａｒｅａｓ，Ｄｅｃ
　　１９５５，ｐ

．ｖｉｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６７）



　８６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

地域政策の休止期とはいえその制度的枠組の下での一定の到達水準を示してい

ると見傲しうる。他方，表Ｖ－３－２によれば，１９５５会計年度の開発区域におい

て商務省により提供または管理されていた工場の延床面積は３８６万平方メート

ル（４１５３万平方フィート），賃借企業数１０８５であるが，そこでの総雇用者数の１８

万５９００人に対する被保険労働人口は３８３万９千人（１９５４年５月現在）であり
，

４．８％を占めるに過ぎない。この事実について，予算特別委員会は「開発区域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
で雇用を提供する商務省権限の効果は全く限定的である」と論評した 。

　こうして，１９５１～５７年における保守党政権下の地域政策は，戦後初期の成果

と５０年代の「経済成長」に支えられた “開発区域”地域の平均２％台の失業率

の下で事実上停止し，極めて僅かな産業立地効果のみを生み出したに過ぎない 。

そこでは，１９４０年『ハーロー報告』及び１９４４年『雇用政策白書』で基本的課題

として提唱された特定区域ないし開発区域を抱える問題地域の産業構造の多角

化や伝統的な基礎産業の効率の改善と海外市場確保（＝国際競争力の回復）とい

うイギリス国民経済全体のパフォーマンスの改善にも繋がる地域政策の長期的

課題は忘れ去られ，専ら短期的で局地的な失業＝雇用対策に著しく偏向した政

策姿勢を読み取ることができる。それが，端なくも ，１９５８～５９年不況で露呈す

る。

２４）　Ｂｒｏｗｎ，ｏ〃６〃 ，ｐ２８７

２５）ｃｈ１ｅｆ１ｅｇａｌｅｄ１ｔｏｒＪＴＥｄ．９ｅｒ１ｅｙ（１９５１），Ｈ〃３６〃びな８切〃泌げ１１；〃冨Ｚ伽４２ｎｄ

　ｅｄ， ｖｏ１２９　ｃｏｎｔｍｕａｔ１ｏｎ　ｖｏ１１９５０，Ｂｕｔｔｅｒｗｏｒｔｈｓ＆Ｃｏ， ｐｐ９１０－１４　ｃｆ　Ｒａｎ －

　ｄａ１１，ｏ声ｃゴた，ＰＰ
．２７－ ８．

２６）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏか６批， ｐ． １１５；Ｆｏｒｓｔｅｒ，ｏか泓，ｐ
．１１

２７）別の統計資料から１９４５～７１年における工場移転の時系列的特徴を分析したア ッ

　シュクロフトとテイラーによれば，１９５２～５９年における開発区域への工場移転数

　（年平均）は１９４５～５１年及び１９６１～７１年のＸないしそれ以下であり ，全国比率も

　両期間の％ないし％程度であ った。（Ａｓｈｃｒｏｆｔ＆Ｔａｙｌｏｒ，ｏ〃ｃ〃 ，８５－６）

２８）　Ｈ
ｏｗａｒ

ｄ，
ｏ少 ６〃 ，ｐｐ１３（ｐａｒａ４１），１８－２２（Ｖ

ａｒ１ａｔ１ｏｎ　ｍ　Ｄ１ｒｅｃ七〇ｎ　ｔｈｒｏｕｇｈ

　Ｔｍｅ，ｐａｒａｓ５７－６６），４１－２（Ａｐｐｅｎｄ１ｃｅｓ　Ｃ＆Ｄ）

２９）Ｂｅａｃｈａｍ＆Ｏｓｂｏｕｍ，ｏ戸６〃 ，ｐｐ４５－７

３０）開発区域への工場移転の促進手段としてのＩＤＣ規制のもつ積極的意義とは対

　　　　　　　　　　　　　　　（４６８）



　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（４）（若林）　　　　　　　８７

　照的に，ホルマンズが１９５０～６２年におけるＩＤＣ規制とロンドンなど南東部の雇

　用増加問題を分析して，ＩＤＣ規制が少数の大規模プロジェクトには有効でもか

　なりの雇用増加を生みだす多数の小規模プロジェクトには無力であることを強調

　し，同時に例え立地規制が可能だとしても開発区域への工場の移転強制や新設指

　示という戦時的な直接統制という政策手段を行使できないＩＤＣ規制の意味と限

　度喜指摘していることにも止目ナベきであろろ（Ａ．Ｅ．Ｈｏ１ｍａｎｓ（１９６４），Ｉｎ ．

　ｄｕｓｔｒ１ａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｃｏｎｔｒｏ１ｏｆ　ｔｈｅ　Ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｍ　Ｓｏｕｔｈ－Ｅ ａｓｔ

　Ｅｎｇ１ａｎｄ，ひブろ舳８〃肋３， Ｖｏ１ ．１ ，ｐｐ．１３８－５２
．）。

確かに，図Ｗ－２のミッ ドランズ

　及び南東部のＩＤＣ否認率を見ても ，件数＞延床面積＞関連雇用の関係が確認で

　き ，ＩＤＣ規制が比較的大規模なプロジェクトに有効なことを示唆している 。

３１）　８
３６０〃４Ｒ¢ｏ〃ノ三ブｏ閉之ん３８６Ｚ３６¢Ｃｏ閉刎ゴ〃３６０〃 Ｅ３〃〃〃蛇３，Ｓｅｓｓｉｏｎ１９５５－５６ ，

　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｒｅａｓ，Ｄｅｃ１９５５，ｐ　ｖ１１ （ｐａｒａ１４）

（本稿は，平成３年度文部省科学研究費補助金による研究成果の一部である）

（４６９）




